１　労働時間の上限規制の明示及び周知の観点から追記する条項例

	（時間外勤務・深夜勤務）
第Ａ条
1 本法人は、業務の都合により所定労働時間外の勤務、深夜勤務（２２時から翌日の５時までの間の勤務）を命ずることがある。
2 項の時間外勤務は、所轄労働基準監督署長に届け出た時間外勤務協定の範囲内とし別に定める給与規程により割増賃金を支払うものとする。
3 前項の協定で定める時間外労働の上限は、労基法第３６条に基づき、原則として、月４５時間かつ、年３６０時間（３か月を超える変形労働時間制を利用している場合には月４２時間、かつ、年３２０時間。改正法第３６条第４項）とせねばならない。
4 前項の特例として、臨時的な特別の事情がある場合として、特別条項を結ぶ場合においても、上回ることができない時間外労働時間を年７２０時間（＝月平均６０時間）とし、かつ、２か月、３か月、４か月、５か月、６か月の平均で、いずれにおいても、休日労働を含んで、８０時間以内を満たさなければならず、単月では、休日労働を含んで１００時間未満を満たさなければならない。
5 前項による特例の適用は、年半分を上回らないよう、年６回を上限とせねばならない。
6 災害その他の避けられない事由によって臨時の必要がある場合は、所轄労働基準監督署長の許可を受け、又は事後届出により時間外勤務をさせることができる。
7 満１８歳未満の者に対しては、前項の但し書の場合を除き、実働８時間を超えて労働させないものとする。

(休日勤務)
第Ｂ条
1 本法人は、業務上必要がある場合には、第35条の休日に勤務を命じることがある。
2 前項の休日勤務は、所轄労働基準監督署長に届け出た休日勤務協定の範囲内とし、別に定める給与規程により割増賃金を支払うものとする。但し、災害その他避けられない事由により臨時の必要がある場合には、所轄労働基準監督署長の許可を受け、又は事後届けにより休日勤務をさせることがある。
3 前項の協定による休日労働日数を定めるに際しては、前条第４項の休日労働時間・時間外労働時間の上限を超さないよう協定を定めるものとする。
4 満１８歳未満の者に対しては、前項の但し書の場合を除き、第●条の休日に労働させることはない。



【解説】
原則は３６協定の改正が中心になりますが、同協定によって、上限規制を超えることがないように、かつ、労基法第１０６条の法令の周知義務の観点からも、法令内容を明記しておくことが望ましいといえます。


２　労働時間の上限規制違反に対する懲戒規定を追記する条項例

	(制裁)
第Ｃ条
1 職員が下記服務規定に違反する場合は制裁を与えることがある。
(1) Ａ条、Ｂ条の時間規制を怠り、時間外労働や休日労働命令を発令したり、黙認して違法状態を発生させたりした場合



【解説】
上限時間規制を怠り、時間外労働や休日労働命令を発令したり、黙認して違法状態を発生させたりした者への懲戒規定を明文化することで、コンプライアンス遵守の姿勢を示すことが考えられます。


３　中小企業の月６０時間超時間外労働に対する割増賃金の猶予の廃止

	(割増賃金)
第●条
1 時間外労働に対する割増賃金は、次の割増賃金率に基づき、次項の計算方法により支給する。
(1) 1か月の時間外労働の時間数に応じた割増賃金率は、次のとおりとする。この場合の1か月は毎月●日を起算日とする。
1 時間外労働４５時間以下：２５％
2 時間外労働４５時間超〜６０時間以下：●％
3 時間外労働６０時間超：５０％



【解説】
猶予措置期間経過後の割増賃金に関する事項は、労基法上の就業規則絶対的記載事項であるため、就業規則または給与規程に明示する必要があります。

４　年次有給休暇の時季指定に関する条項例

	第●条
1 採用日から６か月間継続勤務し、所定労働日の８割以上出勤した労働者に対しては、１０日の年次有給休暇（以下、「年休」という）を与える。その後１年間継続勤務するごとに、当該１年間において所定労働日の８割以上出勤した労働者に対しては、下の表のとおり勤続期間に応じた日数の年次有給休暇を与える。
	週所定
労働日数
	年間所定
労働日数
	勤　続　期　間

	
	
	４年
６か月
	５年
６か月
	６年
６か月以上

	５日以上
	217日以上
	16日
	18日
	20日

	４日　　
	169～216日
	12日
	13日
	15日

	３日　　
	121～168日
	9日
	10日
	11日

	２日　　
	73～120日
	6日
	6日
	7日

	１日　　
	48～72日
	3日
	3日
	3日



2 会社は、前項による年休を１０日以上有する労働者に対しては、その内５日については、前項の各期間１年以内の期間に、労働者ごとにその時季を定めることにより付与し、労働者は付与された年休を取得しなければならない。ただし、労働者本人の年休申請に対して、または、計画年休により年休を付与した場合には、当該与えた年休日数（当該日数が５日を超える場合には、５日とする。）分については、会社の指定した日時の年休付与をしない。
3 前項の５日についての年休付与に当たっては、年休権を有する労働者に対して時季に関する意見を聴かねばならず、時季に関する労働者の意思を尊重するよう努めるものとする。



【解説】
年休に関する事項は、労基法の絶対的記載事項であるため、改正法による５日の年次有給休暇の付与義務とその手続を明文化する必要があります。

５　３ヶ月以内のフレックスタイム制の導入に関する条項例

	（フレックスタイム勤務制度）
第Ｃ条
1 会社は、従業員の全部または-部の者に対して第Ｂ条の規定にかかわらず、労働基準法第３２条の３に定めるところの労使協定を締結し、その協定に基づき、始業および終業時刻をその従業員の決定に委ねるフレックスタイム制度による勤務を取ることがあり、同協定の対象者は、同制度に従って労働するものとする。
2 前項の場合においては、前項の労使協定の定めるところにより、本就業規則の一部の適用を受けないことがある。
3 フレックスタイム制度の標準労働時間帯は、午前９時００分から午後２２時００分とし、それ以外の時間帯に勤務する者は、事前に書面（電子メールを含む）にて上長の承認を得なければならない。
4 フレックスタイムの清算期間が１か月を超える場合には、会社は第１項の労使協定を所轄労基署に届けるものとする。
5 前項の協定で定められた精算期間として定められた期間を平均し１週間あたりの労働時間が４０時間を超えず、かつ、当該精算期間をその開始の日以後１ヶ月ごとに区分した各期間（最後に１ヶ月未満の期間を生じたときは、当該期間。以下この項において同じ。）ごとに当該各期間を平均し１週間あたりの労働時間が５０時間を超えない範囲において、週４０時間、１日８時間の労働時間を超えて、労働することができる。

（割増賃金）
第Ｄ条
1 時間外労働に対する割増賃金は、次の割増賃金率に基づき、次条の計算方法により支給する。
2 １か月の時間外労働の時間数に応じた割増賃金率は、次のとおりとする。この場合の１か月は毎月日を起算日とする。
1 時間外労働４５時間以下：２５％
2 時間外労働４５時間超〜６０時間以下：●％
3 時間外労働６０時間超：５０％
3 第Ｃ条第４項の清算期間が１か月を超えるフレックス制度対象者については、清算期間内の１か月ごとに１週平均５０時間を超えた労働時間については、前項の割Ｉ曽賃金の支払い対象とする。
4 第Ｃ条第４項の清算期間が１か月を超えるフレックス制度対象者について、労働させた期間が当該清算期間より短い労働者について、当該労働者を労働させた期間を平均し１週間当たり４０時間を超えて労働させたときは、その超えた時間の労働について第１項の割増賃金を支払うものとする。



【解説】
３ヶ月以内の精算期間を通じた精算を行う場合には労使協定の届け出が必要となり、１週平均５０時間を超える労働時間に割増貸金支払義務が発生することを踏まえた対策や、月６０時間を超えた労働時間に対する割増賃金率適用があることなどによる実務の混乱を回避すべく、明文化しています。


６　高度プロフェッショナル制度の利用に関する条項例

	（適用除外１）
第●条
1 次の各号の一に該当する者の就業時間および休日の取扱いに関しては、これを適用しない。
(1) 管理職の地位にある者および会社の機密に関する事務を取扱う者。
(2) 守衛等断続的労働に従事する者で使用者が、行政官庁の許可を受けた者。

（適用除外２）
1 労基法４１条の２の定めに従い、労使委員会決議により、特定高度専門業務・成果型労働制（以下「高プロ制」という）の対象者となり得る者が同意して、同制度の適用を受ける対象者となった場合、労働時間、休憩、休日及び深夜の割増賃金に関する規定は虻当該労働者（以下「高プロ」という）については適用しない。
2 高プロは、前項の労使委員会決議の定める健康管理時間、休日取得、面接指導、健康診断受信等の健康確保措置を遵守しなければならない。
3 高プロは、会社が第１項の労使委員会決議により、高プロからの苦情の処理に関する措置を当該決議で定めるところにより使用者が講ずる苦情処理窓口として、●部●室に苦情の申し立てができる。同申立のあった場合、会社は誠実にその処理を行うものとする。
4 使用者は、この項の規定による同意をしなかった高プロ制対象労働者および同意を撤回した高プロに対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。



【解説】
高プロ制度を導入することによって、管理監督者等とは別の適用除外事由ができるため、就業規則にも新たな条項を設定する必要が生じます。

７　働き方改革関連法に関する労働安全衛生法の改正に関する条項
(1) 産業医に関する条項例
	（産業医）
第●条
1 会社は、法令で必要とされる事業場においては医師のうちから産業医を選任しなければならない。
2 会社は、次の情報を産業医に提供するものとする。
1 休憩時間を除き１週間当たり４０時間を超えて労働させた場合におけるその超えた時間が１月当たり８０時間を超えた従業員の氏名及び当該従業員に係る超えた時間に関する情報
2 従業員の健康管理のために必要となる従業員の業務に関する情報
3 産業医は従業員の健康管理等について勧告を行う場合は、事前にその内容について会社から意見を求めなければならない。
4 会社は、産業医から勧告を受けた場合、その内容を衛生委員会に報告しなければならない。



(2) 医師による面接指導に関する条項例
	（医師による面接指導）
第○条
1 従業員の週４０時間を超える労働が１月当たり８０時間（休日労働時間を含む）を超え、かつ、疲労の蓄積が認められるときは、従業員の申出を受けて、会社の指定する医師による面接指導を行う。但し、１か月以内に面接指導を受けた従業員で、面接指導を受ける必要がないと医師が認めた者を除くものとする。
2 前項の時間に該当するか否かの算定は、毎月１回以上、基準日を定めて行う。
3 会社は、医師の意見を勘案して、必要があると認めるときは、当該従業員の実情を考慮して、就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を講じるほか、医師の意見の衛生委員会等への報告その他の適切な措置を講じるものとする。但し、業務の軽減・時間短縮・責任の軽減等の措置を取る場合には、その状況に応じた、給与の減額等の調整をなすことがある。
4 面接指導の費用は会社の負担とし、当該指導を受ける時間は、所定労働時間内に行われた場合は、通常勤務したものとみなす。
5 従業員が、面接指導を、会社の指定する医師以外にて行う場合は、その指導内容を、会社の指定する医師または会社宛その要旨を報告するものとする。この場合の費用は従業員の負担とし、それに要する時間が就業期間内に行われる場合は、当該労働者の年休を利用するものとし、これを有しない場合には、届出ある場合には承認ある欠勤とするが、欠勤としての賃金清算をなすものとする。



(3) 医師による面接指導に関する条項例
	（高度プロフェッショナル制度対象従業員の医師による面接指導）
第○条
1 就業規則第●条の高度プロフェッショナル制度の対象従業員の健康管理時間について、週４０時間を超える時間が１月当たり１００時間（休日の健康管理時間を含む）を超えるときは、会社の指定する医師による面接指導を行うものとし、対象従業員は当該面接指導を受けなければならない。
2 前項の時間に該当するか否かの算定は、毎月１回以上、基準日を定めて行う。
3 会社は、医師の意見を勘案して、必要があると認めるときは、当該従業員の実情を考慮して、就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を講じるほか、医師の意見の衛生委員会等への報告その他の適切な措置を講じるものとする。但し、業務の軽減・時間短縮・責任の軽減等の措置を取る場合には、その状況に応じた、給与の減額等の調整をなすことがある。
4 面接指導の費用は会社の負担とし、当該指導を受ける時間は、所定労働時間内に行われた場合は、通常勤務したものとみなす。
5 従業員が、面接指導を、会社の指定する医師以外にて行う場合は、その指導内容を、会社の指定する医師または会社宛その要旨を報告するものとする。この場合の費用は従業員の負担とする。



【解説】
産業医に対する情報提供、産業医からの勧告内容を安全衛生委員会又は衛生委員会に報告しなければならないことを明記しています。

８　短時間・有期雇用労働者からの相談に対応するための体制整備の義務

	（相談窓口の設置）
第●条
会社は、パートタイム労働者からの苦情・相談に対応するため、●部に相談窓口を設置するものとし、次の業務を担当する。
1 パートタイム労働者からの苦'冑・相談を受け付けること
2 相談内容について事実関係を確認すること



【解説】
[bookmark: _GoBack]パート有期法１６条では、事業主は、雇用楠理の改善等に関する事項に関し、その雇用する短時間・有期雇用労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制を整備することとされました。必要な体制の整備とは、短時間・有期雇用労働者からの苦情を含めた相談に応じる窓口等の体制を整備することです。上記条項例は、パートタイム労働者からの苦情相談について相談窓口で対応するための規定例になります。
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